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【投資者に対する注意事項】

１．TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを含んでいる場合

があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及び適時開示基準並びに市場価格

の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があります。また、投資者は、発行者情報により公表

された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要があります。特に、「第一部 第３ ４【事業等のリスク】」

において公表された情報を慎重に検討する必要があります。

２．発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員(金融商品取引法(以下「法」という。)第21条第１項第１

号に規定する役員(取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる者)をいう。)は、発行者情報のうち

に重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要

な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27条の34において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を

取得した者に対し、情報が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、当

該有価証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知っていたときは、

この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを知らず、かつ、相当な注意を

用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記賠償責任を負いません。

３．TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金融商品市場に適

用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおいては、J-Adviserが重要な役割を

担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例(以下「特例」とい

う。)に従って、各上場会社のために行動するJ-Adviserを選任する必要があります。J-Adviserの役割には、上場適格

性要件に関する助言及び指導、並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、

東京証券取引所のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。

４．東京証券取引所は、発行者情報の内容(発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事項若しくは誤解を

生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を含みますが、これらに限られませ

ん。)について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責任その他の一切の責任を負いません。
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第一部 【企業情報】

第１ 【本国における法制等の概要】

該当事項はありません。

第２ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

中間会計期間
第15期 第16期

決算年月 2026年４月 2024年10月 2025年10月

売上高 (千円) 4,785,519 4,755,220 7,894,168

経常利益又は経常損失（△） (千円) △45,534 177,668 570,603

当期純利益又は中間純損失
（△）

(千円) △31,704 93,919 352,863

持分法を適用した場合の投資
利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 220,000 220,000 220,000

発行済株式総数 (株) 1,126,000 1,126,000 1,126,000

純資産額 (千円) 560,454 239,295 592,158

総資産額 (千円) 5,742,867 1,951,132 3,611,749

１株当たり純資産額 (円) 497.72 212.50 525.87

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
―

（―）
―

（―）
―

（―）

１株当たり当期純利益又は１
株当たり中間純損失（△）

(円) △28.16 88.49 313.38

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 9.8 12.3 16.4

自己資本利益率 (％) ― 86.3 84.9

株価収益率 (倍) ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,576,870 △20,909 106,524

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △77,316 △42,134 △126,303

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,299,955 267,314 739,873

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 732,512 366,649 1,086,744

従業員数
〔ほか、平均臨時雇用人員〕

(名)
202〔23〕 84〔16〕 128〔18〕
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(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

３．第15期及び第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株

式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。また第17期中間会計期間の潜

在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在するものの、１株当たり中間純損失である

ため、記載しておりません。

４．第15期、第16期及び第17期中間会計期間の１株当たり配当額及び配当性向については、無配のため記載して

おりません。

５．第17期中間会計期間の自己資本利益率については、中間純損失であるため記載しておりません。

６．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

７．従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用

者数は臨時雇用者数(パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。)は期中の平均人員を()外数で記載

しております。

８．特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第110条第５項の規定に基づき、第16期(2024年11月１日

から2025年10月31日まで)の財務諸表について監査法人コスモスの監査を受けておりますが、第15期(2023年

11月１日から2024年10月31日まで)の財務諸表については、当該監査を受けておりません。また、第17期中

間会計期間の中間財務諸表については特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第128条第３項の

規定に基づき、三優監査法人の期中レビューを受けております。

９．2024年６月28日付で普通株式１株につき1,000株の株式分割を行っておりますが、第15期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は１株当たり中間純損失

（△）を算定しております。

２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

４ 【従業員の状況】

(1) 発行者の状況

2026年４月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

202（23） 34.2 1.5 9,704

(注) １．従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用

者数は期中の平均雇用人数を()内に外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は、不動産関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

４．前事業年度末に比べ従業員数が74名増加しておりますが、事業拡大に伴う採用数の増加によるものでありま

す。

(2) 労働組合の状況

当社において労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満であり、特記すべき事項はありません。
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第３ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間(2025年11月１日から2026年４月30日まで)における我が国経済は、個人消費の持ち直しが継続す

る一方、海外経済の減速の懸念や地政学的リスクの高まりに伴う不確実性が依然として存在しております。また、

円安基調が続くなかで中東情勢の緊迫化に伴うエネルギー価格・原材料価格の上昇が家計・企業双方に影響を及ぼ

し、物価高が長期化するなど、先行きが不透明な状況が続いております。

このような状況下において、当社は「不動産の可能性を追求し世の中の困りごとを解決する」をビジョンに掲げ、

事故物件、再建築不可物件、中立な立場での不動産査定、不動産の生前対策などの様々な問題に向き合い、自社一

貫で手掛ける独自の仕組みを創り続け、不動産の正しい流通の実現に挑み続けています。

また、事業拡大に向けた体制強化のため、人材の積極採用及び支店開設等による営業拠点の拡充を進めてまいり

ました。

これらの結果、当中間会計期間の売上高は4,785,519千円、営業利益は54,870千円、経常損失は45,534千円、中間

純損失は31,704千円となりました。

なお、当社は不動産関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の業績等の記載を省略しております。

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の期末残高は732,512千円となり、前事業

年度末と比べ354,231千円の減少となりました。当中間会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、減少した資金は2,576,870千円となりました。これは主に、販売用不動産の増加額1,580,459千

円、仕掛販売用不動産の増加額673,688千円並びに賞与引当金の減少額291,644千円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、減少した資金は77,316千円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出34,404

千円及び定期預金の預入による支出27,390千円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、増加した資金は2,299,955千円となりました。これは主に、短期借入金の純増加額1,800,432千

円、長期借入れによる収入840,534千円及び長期借入金の返済による支出387,015千円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社の業務には生産に該当する事項がないため、生産実績に関する記載はしておりません。

(2) 受注状況

当社は受注生産を行っておりませんので、受注状況に関する記載はしておりません。

(3) 販売実績

当中間会計期間における販売実績は、次の通りであります。なお、当社の事業は単一セグメントでありセグメン

ト情報を記載していないため、主要な財又はサービスの種類別に記載しております。

主要な財又はサービスの種類 販売高(千円) 前年同期比(％)

不動産売買事業 4,517,624 －

不動産仲介事業 197,371 －

その他 70,524 －

合計 4,785,519 －

(注) １ 当社は当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前年同期との比較分析は行っておりません。

２ 主要な販売先につきましては、総販売実績に対する割合が100分の10以上の相手先がないため、記載を省略し

ております。

３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスク及び前事業年度の発行者情報に記載した事業等のリスクについて

重要な変更はありません。なお、当社の事業等のリスクの詳細は、2026年３月27日に公表いたしました「発行者情

報」をご参照ください。

５ 【重要な契約等】

該当事項はありません。

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、当社は、

当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前中間会計期間との比較については記載を行っておりませ

ん。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この中間財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告

金額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて、過去の実績等を

勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積りと異なる場合

があります。
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(2) 財政状態の分析

ａ．資産

当中間会計期間末における資産合計は5,742,867千円となり、前事業年度末に比べ2,131,118千円増加しまし

た。これは主に、販売用不動産1,580,459千円及び仕掛販売用不動産673,688千円の増加によるものであります。

ｂ．負債

当中間会計期間末における負債の残高は5,182,413千円となり、前事業年度末に比べ2,162,822千円増加しまし

た。これは主に、短期借入金1,800,432千円、１年内返済予定の長期借入金270,607千円及び長期借入金182,911千

円の増加によるものであります。

ｃ．純資産

当中間会計期間末における純資産の残高は560,454千円となり、前事業年度末に比べ31,704千円減少しました。

これは、中間純損失計上に伴い繰越利益剰余金が31,704千円減少したためであります。

(3) 経営成績の分析

「１【業績等の概要】 (1) 業績」に記載のとおりであります。

(4) キャッシュ・フローの状況の分析

「１【業績等の概要】 (2) キャッシュ ・フローの状況」に記載のとおりであります。

第４ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第５ 【発行者の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

記名・無記名の
別、額面・無額
面の別及び種類

発行可能
株式総数
(株)

未発行
株式数
(株)

中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年４月30日)

公表日現在
発行数(株)

(2026年７月30日)

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 4,300,000 3,174,000 1,126,000 1,126,000
東京証券取引所
(TOKYO PRO
Market)

単元株式数
100株

計 4,300,000 3,174,000 1,126,000 1,126,000 ― ―

（注）2026年５月７日をもって、当社株式は東京証券取引所TOKYO PRO Market市場に上場しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【MSCB等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年３月24日
(注)１

45 945 50,000 59,000 ― ―

2023年７月31日
(注)２

42 987 46,000 105,000 666 666

2024年２月29日
(注)３

88 1,075 55,000 160,000 50,600 51,266

2024年６月28日
(注)４

1,073,925 1,075,000 ― 160,000 ― 51,266

2024年８月２日
(注)５

51,000 1,126,000 60,000 220,000 1,200 52,466

(注) １．有償第三者割当増資

株式の種類：普通株式

発行価格 ：1,111,111円

資本組入額：1,111,111円

主な割当先：笹尾 里枝、株式会社サイバーアシスト、LDT株式会社、

株式会社NCP相続センター、株式会社ジェブ

２．有償第三者割当増資

株式の種類：普通株式

発行価格 ：1,111,111円

資本組入額：1,095,238円

主な割当先：従業員

３．有償第三者割当増資

株式の種類：普通株式

発行価格 ：1,200,000円

資本組入額：625,000円

主な割当先：株式会社スマイル、株式会社エスエヌジー、株式会社VIDA Corporation

４．株式分割（１：1,000）によるものであります。

５．有償第三者割当増資

株式の種類：普通株式

発行価格 ：1,200円

資本組入額：1,176円

主な割当先：株式会社スマイル、株式会社サイバーアシスト
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(6) 【大株主の状況】

2026年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

株式総数に
対する所有
株式数の割合

(％)

株式会社ＢＯＸ 神奈川県横浜市都筑区東山田一丁目21番10号 459,000 40.76

花原 浩二 神奈川県横浜市都筑区 278,000 24.68

株式会社ＦＭＳ 神奈川県横浜市中区本町四丁目43番地 108,000 9.59

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 40,000 3.55

株式会社スマイル 熊本県熊本市東区東町四丁目10番１号 40,000 3.55

株式会社サイバーアシスト 東京都港区六本木七丁目３番８号 26,000 2.30

株式会社エスエヌジー 東京都中央区銀座七丁目15番８号 20,000 1.77

株式会社ＶＩＤＡ Ｃｏｒｐｏｒ
ａｔｉｏｎ

東京都渋谷区道玄坂１丁目22番９号 20,000 1.77

太田 猛也 神奈川県横浜市青葉区 12,000 1.06

笹尾 里枝 神奈川県川崎市幸区 11,000 0.97

計 ― 1,014,000 90.05

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ―
―

完全議決権株式(自己株式等) ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,126,000
11,260

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単元株
式数は100株であります。

単元未満株式 ― ―

発行済株式総数 1,126,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,260 ―

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【株価の推移】

当社株式は2026年５月７日に株式会社東京証券取引所TOKYO PRO Marketに上場いたしましたが、当中間会計期間

（2025年11月１日から2026年４月30日まで）においては非上場であったため、該当事項はありません。

３ 【役員の状況】

前事業年度の発行者情報提出後、当中間発行者情報提出までにおいて、役員の異動はありません。
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第６ 【経理の状況】

１ 中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。)に

基づいて作成しております。

当社の中間財務諸表は、第一種中間財務諸表であります。

(2) 中間財務諸表は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例の施行規則」

第116条第３項で認められた会計基準のうち、我が国において一般的に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して作成しております。

(3) 当社は前中間会計期間(2024年11月１日から2025年４月30日まで)の中間財務諸表は作成していないため、前中間

会計期間に係る比較情報は記載しておりません。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128条第３項の規定に

基づき、当中間会計期間(2025年11月１日から2026年４月30日まで)の中間財務諸表について、三優監査法人の期中レ

ビューを受けております。

３ 中間連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2025年10月31日)

当中間会計期間
(2026年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,118,067 764,714

販売用不動産 1,710,278 3,290,738

仕掛販売用不動産 324,949 998,637

その他 93,697 220,439

流動資産合計 3,246,994 5,274,530

固定資産

有形固定資産 146,602 192,850

無形固定資産 5,821 4,504

投資その他の資産

その他 243,716 302,366

貸倒引当金 △31,385 △31,385

投資その他の資産合計 212,331 270,981

固定資産合計 364,755 468,336

資産合計 3,611,749 5,742,867
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(単位：千円)

前事業年度
(2025年10月31日)

当中間会計期間
(2026年４月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 107,862 124,381

短期借入金 1,137,079 2,937,512

１年内返済予定の長期借入金 236,523 507,130

１年内償還予定の社債 ― 32,000

賞与引当金 291,644 ―

その他 467,674 536,683

流動負債合計 2,240,782 4,137,707

固定負債

社債 ― 68,000

長期借入金 712,467 895,378

資産除去債務 38,126 54,313

その他 28,213 27,013

固定負債合計 778,807 1,044,705

負債合計 3,019,590 5,182,413

純資産の部

株主資本

資本金 220,000 220,000

資本剰余金

資本準備金 52,466 52,466

資本剰余金合計 52,466 52,466

利益剰余金

利益準備金 1,511 1,511

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 318,156 286,452

利益剰余金合計 319,668 287,963

株主資本合計 592,134 560,430

新株予約権 24 24

純資産合計 592,158 560,454

負債純資産合計 3,611,749 5,742,867
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② 【中間損益計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

(自2025年11月１日
至2026年４月30日)

売上高 4,785,519

売上原価 3,400,267

売上総利益 1,385,251

販売費及び一般管理費 ※1 1,330,381

営業利益 54,870

営業外収益

受取利息 680

キャッシュバック収入 751

その他 1,501

営業外収益合計 2,933

営業外費用

支払利息 53,970

社債利息 138

融資手数料 49,129

その他 100

営業外費用合計 103,338

経常損失（△） △45,534

特別損失

固定資産除却損 2,420

特別損失合計 2,420

税引前中間純損失（△） △47,954

法人税等 △16,250

中間純損失（△） △31,704
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③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

(自2025年11月１日
至2026年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純損失（△） △47,954

減価償却費 13,560

賞与引当金の増減額(△は減少) △291,644

受取利息 △680

支払利息及び社債利息 54,108

融資手数料 49,129

固定資産除却損益(△は益) 2,420

販売用不動産の増減額(△は増加) △1,580,459

仕掛販売用不動産の増減額(△は増加) △673,688

仕入債務の増減額(△は減少) 16,519

その他資産の増減額(△は増加) △96,988

その他負債の増減額(△は減少) 310,911

小計 △2,244,766

利息の受取額 680

利息の支払額 △82,882

法人税等の支払額 △249,901

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,576,870

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △34,404

定期預金の預入による支出 △27,390

定期預金の払い戻しによる収入 26,511

その他 △42,033

投資活動によるキャッシュ・フロー △77,316

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,800,432

長期借入れによる収入 840,534

長期借入金の返済による支出 △387,015

社債の発行による収入 100,000

融資手数料の支払による支出 △49,129

その他 △4,866

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,299,955

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △354,231

現金及び現金同等物の期首残高 1,086,744

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1 732,512
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【注記事項】

(中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当中間会計期間
(自 2025年11月１日 至 2026年４月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純損失に当

該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法としております。

(追加情報)

（賞与引当金）

従業員賞与の未払計上額については、従来、「賞与引当金」として計上しておりましたが、中間財務諸表の作

成時において従業員に対する賞与支給総額が確定することとなったため、リサーチ・センター審理情報No.15「未

払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」（平成13年２月14日 日本公認会計士協会）に基づき、当

事業年度から流動負債その他に含まれる「未払費用」又は「未払金」に含めて表示しております。

なお、当中間会計期間末における「未払費用」に含まれる未払従業員賞与の金額は47,789千円、「未払金」に

含まれる未払従業員賞与の金額は148,809千円であります。

(中間損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

当中間会計期間
(自 2025年11月１日
至 2026年４月30日)

給料手当 389,201 千円

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

当中間会計期間
(自 2025年11月１日
至 2026年４月30日)

現金及び預金 764,714千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △32,202 〃

現金及び現金同等物 732,512千円

(株主資本等関係)

当中間会計期間(自 2025年11月１日 至 2026年４月30日)

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

当中間会計期間(自 2025年11月１日 至 2026年４月30日)

当社の事業セグメントは、不動産関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社の事業セグメントは、不動産関連事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情

報は、以下のとおりであります。

不動産関連事業
当中間会計期間

(自 2025年11月１日
至 2026年４月30日)

不動産売買売上 4,517,624 千円

仲介手数料売上 197,371 〃

その他 66,250 〃

顧客との契約から生じる収益 4,781,245 千円

その他の収益(注) 4,273 千円

外部顧客への売上高 4,785,519 千円

(注)「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等でありま

す。

(１株当たり情報)

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当中間会計期間
(自2025年11月１日
至2026年４月30日)

１株当たり中間純損失（△） △28.16円

(算定上の基礎)

中間純損失（△）(千円) △31,704

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る中間純損失（△）(千円) △31,704

普通株式の期中平均株式数(株) 1,126,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり中間純利益の算定に含めなかった
潜在株式で前事業年度末から重要な変動があ
ったものの概要

―

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失であるた

め、記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第７ 【外国為替相場の推移】

該当事項はありません。
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第二部 【特別情報】

第１ 【外部専門家の同意】

該当事項はありません。






